
Ⅰ．国内総生産（支出側）及び各需要項目

1．ポイント

［１］ＧＤＰ成長率（季節調整済前期比）

［２］ＧＤＰの内外需別の寄与度
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った。

0.6％（年率2.2％）となった。また、名目ＧＤＰの成長率は、1.1％（年率4.5％）とな

2014年10～12月期の実質ＧＤＰ（国内総生産・2005暦年連鎖価格）の成長率は、

ＧＤＰ成長率のうち、どの需要がＧＤＰをどれだけ増加させたかを示す寄与度でみる

と、実質は国内需要（内需）が0.3％、財貨・サービスの純輸出（輸出－輸入）が0.2％

となった。また、名目は国内需要（内需）が0.6％、財貨・サービスの純輸出（輸出－

輸入）が0.5％となった。
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［３］需要項目別の動向（季節調整済前期比）

（１）民間需要の動向

民間最終消費支出は、実質0.3％（7～9月期は0.3％）、名目0.5％（7～9月期は0.3％)

となった。そのうち、家計最終消費支出は、実質0.3％（7～9月期は0.2％）、名目

0.5％（7～9月期は0.3％）となった。家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃）は、実

質0.3％（7～9月期は0.2％）、名目0.6％（7～9月期は0.3％）となった。
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民間住宅は、実質▲1.2％（7～9月期は▲7.0％）、名目▲0.7％（7～9月期は▲7.1％)

民間企業設備は、実質0.1％（7～9月期は▲0.1％）、名目0.5％（7～9月期は0.0％）

民間在庫品増加の成長率に対する寄与度は、実質0.2％（7～9月期の寄与度は

となった。

となった。

▲0.7％）、名目0.2％（7～9月期の寄与度は▲0.8％）となった。
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（２）公的需要の動向

政府最終消費支出は、実質0.1％（7～9月期は0.2％）、名目0.3％（7～9月期は0.7％)

となった。

公的固定資本形成は、実質0.6％（7～9月期は2.1％）、名目0.5％（7～9月期は2.7％)

となった。

公的在庫品増加の成長率への寄与度は、実質▲0.0％（7～9月期の寄与度は

▲0.0％）、名目▲0.0％（7～9月期の寄与度は0.0％）となった。
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（３）輸出入の動向

財貨・サービスの輸出は、実質2.7％（7～9月期は1.5％）、名目5.7％（7～9月期は

3.3％）となった。

財貨・サービスの輸入は、実質1.3％（7～9月期は1.0％）、名目2.5％（7～9月期は

4.5％）となった。
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［４］デフレーターの動向

（１）四半期デフレーター季節調整系列（注）（前期比変化率）

　（注）四半期デフレーター季節調整系列＝(名目季節調整系列 / 実質季節調整系列)×100

（２）四半期デフレーター原系列（前年同期比変化率）

　ＧＤＰデフレーターは、0.5％（7～9月期は▲0.3％）となった。

　国内需要デフレーターは、0.3％（7～9月期は0.1％）となった。

財貨・サービスの輸出デフレーターは2.9％（7～9月期は1.8％）、財貨・サービスの

輸入デフレーターは1.2％（7～9月期は3.4％）となった。

　ＧＤＰデフレーターは、2.3％（7～9月期は2.0％）となった。

　国内需要デフレーターは、2.0％（7～9月期は2.3％）となった。

財貨・サービスの輸出デフレーターは4.6％（7～9月期は1.9％）、財貨・サービスの

輸入デフレーターは3.1％（7～9月期は3.3％）となった。
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［５］2014暦年のＧＤＰ

2014暦年の実質ＧＤＰ成長率は0.0％、名目ＧＤＰ成長率は1.7％となった。2014暦年

のデフレーターについては、ＧＤＰデフレーターが1.6％、国内需要デフレーターが1.9

％となった。ＧＤＰ成長率の内外需別寄与度をみると、実質の内需が0.1％、外需が

▲0.0％となった。また名目の内需が2.0％、外需が▲0.3％となった。
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参考

［１］ＧＮＩ（国民総所得）の動向

（１）季節調整済前期比

（備考）実質ＧＮＩ＝実質ＧＤＰ＋海外からの実質純所得＋交易利得

　 　　(1.7) 　(0.6) (1.0) 　　　(0.2)

　　　　名目ＧＮＩ＝名目ＧＤＰ＋海外からの純所得

　　 　　(2.0) 　(1.1) (1.0)

（２）2014暦年(前年比)

（備考）実質ＧＮＩ＝実質ＧＤＰ＋海外からの実質純所得＋交易利得

　　 　　(▲0.1) 　(0.0) (0.3) 　　　(▲0.5)

　　　　名目ＧＮＩ＝名目ＧＤＰ＋海外からの純所得

　　 　　(2.0) 　(1.7) (0.4)

実質ＧＮＩの成長率は、1.7％（年率6.9％）、名目ＧＮＩの成長率は、2.0％（年率

8.4％）となった。

　2014暦年(前年比)のＧＮＩ成長率は、実質▲0.1％、名目2.0％となった。

-0.7 

0.8 

-1.1 

-0.4 

1.7 

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

10-12

2013

1-3

2014

4-6 7-9 10-12

(％) 実質ＧＮＩ

-0.3 

1.2 

0.5 

-0.4 

2.0 

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

10-12

2013

1-3

2014

4-6 7-9 10-12

(％) 名目ＧＮＩ

3.5 

-1.3 

1.5 1.8 

-0.1 

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

2010 2011 2012 2013 2014

(％)

(暦年)

実質ＧＮＩ

2.3 

-1.9 

0.9 
1.6 

2.0 

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

2010 2011 2012 2013 2014

(％)

(暦年)

名目ＧＮＩ

（ ）内はＧＮＩ成長率

に対する寄与度

（ ）内はＧＮＩ成長率

に対する寄与度



［２］雇用者報酬の動向

（１）季節調整系列（前期比変化率）

（２）原系列（前年同期比変化率）

（３）2014暦年

（備考）実質雇用者報酬は名目雇用者報酬を家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃

及びFISIM）デフレーターで除して算出した参考値。

　雇用者報酬の伸び率は、実質0.1％、名目0.4％となった。

　2014暦年の雇用者報酬の伸び率は、実質▲1.0％、名目1.8％となった。

　雇用者報酬の伸び率は、実質▲0.5％、名目2.2％となった。
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２－１．四半期別の実質成長率（季節調整系列） DATE 2015.2.16

Development of Real GDP（Quarterly), seasonally adjusted series

 前期比の
 年率換算

※2

（2005暦年連鎖価格；　単位：％） (Chained (2005) yen  ; %)

年 ・ 期
2013 2014

項　　　目 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

-0.4 1.3 -1.7 -0.6 0.6 *** 2.2

0.2 1.6 -2.7 -0.6 0.3 *** 1.3

(0.2) (1.7) (-2.7) (-0.6) *** (0.3) ***

0.1 2.4 -3.7 -1.0 0.4 (0.3) 1.6

-0.1 2.2 -5.1 0.3 0.3 (0.2) 1.1  Private Consumption

-0.2 2.2 -5.2 0.2 0.3 (0.2) 1.1

除く持ち家の帰属家賃 -0.3 2.6 -6.3 0.2 0.3 (0.1) 1.1
 Excluding
 Imputed Rent

2.6 2.4 -10.3 -7.0 -1.2 (-0.0) -4.8
 Private Residential
 Investment

1.2 5.9 -5.0 -0.1 0.1 (0.0) 0.4
 Private Non-Resi.
 Investment

(-0.1) (-0.4) (1.3) (-0.7) *** (0.2) ***

0.4 -0.7 0.5 0.6 0.1 (0.0) 0.4

0.1 -0.4 0.3 0.2 0.1 (0.0) 0.4

0.7 -2.2 1.0 2.1 0.6 (0.0) 2.3  Public Investment

(0.0) (0.0) (0.0) (-0.0) *** (-0.0) ***

1.3 3.6 -4.5 -0.6 0.0 (0.0) 0.1

(-0.5) (-0.3) (1.1) (0.1) *** (0.2) ***

-0.2 6.5 -0.3 1.5 2.7 (0.5) 11.4

3.0 6.8 -5.3 1.0 1.3 (-0.3) 5.3

（注）　（　）内は国内総生産に対する寄与度を表す。

    Note. The Figures in （  ）indicate contributions to Changes in GDP.

（参考）

-0.6 1.0 -1.4 -0.9 0.8 *** 3.1

-0.7 0.8 -1.1 -0.4 1.7 *** 6.9

-0.2 0.2 -1.4 0.6 0.1 *** ***

※1  Changes from the previous quarter (seasonally adjusted)

※2  Annual rate

※3  総固定資本形成は民間住宅、民間企業設備、公的固定資本形成から成る。

     Gross Fixed Capital Formation consists of Private Residential Investment, Private Non-Resi.Investment, and Public Investment.
※4  財貨・サービスの純輸出＝財貨・サービスの輸出ー財貨・サービスの輸入

     Net Exports of Goods & Services = Exports of Goods & Services - Imports of Goods & Services
     純輸出の寄与度は輸出と輸入の寄与度の差によって求めている。

     The contribution is calculated as the contribution of Exports Less that of Imports.

Gross Domestic Product

Private Demand

Domestic Demand

Public Demand

 Consumption of
 Households

 Change in Private Inventory

(控除)財貨・サービスの輸入

雇 用 者 報 酬 （ 実 質 ）

民 間 在 庫 品 増 加

公 的 需 要

民 間 企 業 設 備

財貨・サービスの純輸出 ※ 4

Compensation of Employees
(Real)

国 民 総 所 得 （ Ｇ Ｎ Ｉ ）

Net Exports of Goods & Services
※4

政 府 最 終 消 費 支 出

公 的 固 定 資 本 形 成

公 的 在 庫 品 増 加

(Regrouped) Gross Fixed Capital
Formation  ※3

 Government Consumption

( 再 掲 ) 総 固 定 資 本 形 成 ※ 3

 Exports of Goods & Services

国 内 総 所 得 （ Ｇ Ｄ Ｉ ）

Gross National Income

Gross Domestic Income

 (Less) Imports of Goods &
          Services

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 輸 出

 Change in Public Inventory

  前期比
（季節調整済）

※1

民 間 住 宅

家 計 最 終 消 費 支 出

国 内 総 生 産 （ Ｇ Ｄ Ｐ ）

国 内 需 要

民 間 需 要

民 間 最 終 消 費 支 出

2014

10～12



２－２．四半期別の実質成長率（原系列） DATE 2015.2.16

Development of Real GDP（Quarterly), original series

（2005暦年連鎖価格；　単位：％） (Chained (2005) yen  ; %)

年 ・ 期
2013

項　　　目 10～12 1～3 4～6 7～9

2.3 2.4 -0.4 -1.4 -0.5 ***

2.8 3.5 -0.2 -1.6 -1.4 ***

(2.8) (3.6) (-0.2) (-1.6) *** (-1.4)

2.2 4.2 -0.4 -2.3 -2.0 (-1.6)

2.3 3.4 -2.8 -3.0 -2.5 (-1.5)   Private Consumption

2.4 3.4 -2.9 -3.1 -2.6 (-1.6)

除く持ち家の帰属家賃 2.5 3.8 -3.8 -4.0 -3.4 (-1.7)
  Excluding
  Imputed Rent

10.1 11.8 -2.0 -12.4 -15.7 (-0.5)
 Private Residential
 Investment

3.0 10.8 2.6 1.6 0.5 (0.1)
 Private Non-Resi.
 Investment

(-0.4) (-0.8) (1.1) (0.2) *** (0.4)

4.4 1.7 0.6 0.8 0.6 (0.1)

1.5 0.2 -0.0 0.3 0.3 (0.1)

16.1 6.5 4.3 1.9 1.7 (0.1)   Public Investment

(0.0) (0.1) (0.0) (0.1) *** (-0.0)

7.2 9.9 2.2 -0.5 -1.6 (-0.4)

(-0.5) (-1.2) (-0.2) (0.2) *** (1.0)

6.8 9.2 5.4 7.5 10.9 (1.7)

8.9 14.7 5.8 5.1 3.7 (-0.7)

（注）　（　）内は国内総生産に対する寄与度を表す。

    Note. The Figures in （  ）indicate contributions to Changes in GDP.

（参考）

1.5 1.6 -0.9 -2.0 -0.6 ***

1.8 1.8 -1.3 -1.4 0.5 ***

0.4 -0.7 -1.9 -0.8 -0.5 ***

※1  Changes from the previous year 

※2  総固定資本形成は民間住宅、民間企業設備、公的固定資本形成から成る。

     Gross Fixed Capital Formation consists of Private Residential Investment, Private Non-Resi.Investment, and Public Investment.

※3  財貨・サービスの純輸出＝財貨・サービスの輸出ー財貨・サービスの輸入
     Net Exports of Goods & Services = Exports of Goods & Services - Imports of Goods & Services

     純輸出の寄与度は輸出と輸入の寄与度の差によって求めている。
     The contribution is calculated as the contribution of Exports Less that of Imports.

民 間 住 宅

民 間 在 庫 品 増 加

  Exports of Goods & Services

民 間 企 業 設 備

Public Demand公 的 需 要

  Change in Private Inventory

  前年同期比
※1

Gross Domestic Product

Private Demand

Domestic Demand

家 計 最 終 消 費 支 出

国 内 需 要

民 間 需 要

国 内 総 生 産 （ Ｇ Ｄ Ｐ ）

  Consumption of
  Households

民 間 最 終 消 費 支 出

2014
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国 民 総 所 得 （ Ｇ Ｎ Ｉ ）

Gross Domestic Income

Compensation of Employees
(Real)

Gross National Income

雇 用 者 報 酬 （ 実 質 ）

国 内 総 所 得 （ Ｇ Ｄ Ｉ ）

  (Less) Imports of Goods &
           Services

政 府 最 終 消 費 支 出   Government Consumption

( 再 掲 ) 総 固 定 資 本 形 成 ※ 2

財貨・サービスの純輸出 ※ 3

  (Regrouped)  Gross  Fixed Capital
 Formation  ※2

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 輸 出

(控除)財貨・サービスの輸入

公 的 固 定 資 本 形 成

公 的 在 庫 品 増 加

Net Exports of Goods & Services
※3

  Change in Public Inventory



２－３．四半期別の名目成長率（季節調整系列） DATE 2015.2.16

Development of Nominal GDP（Quarterly), seasonally adjusted series

前期比の
年率換算

※2

（単位：％） （％）

年 ・ 期
2013 2014

項　　　目 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

-0.1 1.5 0.2 -0.9 1.1 *** 4.5

0.7 1.8 -1.2 -0.5 0.6 *** 2.4

(0.7) (1.9) (-1.3) (-0.5) *** (0.6) ***

0.8 2.3 -2.0 -1.1 0.7 (0.6) 2.9

0.5 2.1 -3.3 0.3 0.5 (0.3) 1.9  Private Consumption

0.5 2.1 -3.4 0.3 0.5 (0.3) 1.9

除く持ち家の帰属家賃 0.6 2.5 -4.1 0.3 0.6 (0.3) 2.2
 Excluding
 Imputed Rent

3.9 2.3 -7.8 -7.1 -0.7 (-0.0) -2.9
 Private Residential
 Investment

1.4 6.1 -4.4 0.0 0.5 (0.1) 2.0
 Private Non-Resi.
 Investment

(-0.0) (-0.4) (1.3) (-0.8) *** (0.2) ***

0.4 0.4 1.4 1.1 0.2 (0.1) 0.9

-0.1 0.8 1.1 0.7 0.3 (0.1) 1.1

1.7 -1.7 2.6 2.7 0.5 (0.0) 2.1  Public Investment

(0.0) (0.0) (-0.0) (0.0) *** (-0.0) ***

1.8 3.8 -3.4 -0.4 0.3 (0.1) 1.4

(-0.8) (-0.4) (1.4) (-0.3) *** (0.5) ***

0.4 5.7 -0.1 3.3 5.7 (1.0) 24.9

4.8 6.6 -6.8 4.5 2.5 (-0.5) 10.6

（注）　（　）内は国内総生産に対する寄与度を表す。

    Note. The Figures in （  ）indicate contributions to Changes in GDP.

（参考）

-0.3 1.2 0.5 -0.4 2.0 *** 8.4

0.7 0.1 0.9 0.7 0.4 *** ***

0.2 0.1 1.9 -0.3 0.5 *** ***

0.5 0.2 1.5 0.1 0.3 *** ***

※1  Changes from the previous quarter (seasonally adjusted)

※2  Annual rate

※3  総固定資本形成は民間住宅、民間企業設備、公的固定資本形成から成る。

     Gross Fixed Capital Formation consists of Private Residential Investment, Private Non-Resi.Investment, and Public Investment.

※4  財貨・サービスの純輸出＝財貨・サービスの輸出ー財貨・サービスの輸入

     Net Exports of Goods & Services = Exports of Goods & Services - Imports of Goods & Services

     純輸出の寄与度は輸出と輸入の寄与度の差によって求めている。

     The contribution is calculated as the contribution of Exports Less that of Imports.

前期比
（季節調整済）

 ※1

国 内 総 生 産 （ Ｇ Ｄ Ｐ ）

国 内 需 要

民 間 最 終 消 費 支 出

民 間 需 要

2014
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Gross Domestic Product

Domestic Demand

Private Demand

 Consumption of
 Households

公 的 固 定 資 本 形 成

民 間 在 庫 品 増 加

政 府 最 終 消 費 支 出

民 間 住 宅

民 間 企 業 設 備

 Change in Private Inventory

家 計 最 終 消 費 支 出

Public Demand

(Regrouped) Gross Fixed Capital
Formation  ※3

公 的 在 庫 品 増 加

( 再 掲 ) 総 固 定 資 本 形 成 ※ 3

公 的 需 要

 Government Consumption

 Change in Public Inventory

GDP Deflator

国 内 需 要 デ フ レ ー タ ー Domestic Demand Deflator

財貨・サービスの純輸出 ※4

国 民 総 所 得 （ Ｇ Ｎ Ｉ ）

Compensation of Employees
(Nominal)

 (Less) Imports of Goods &
          Services

Gross National Income

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー

雇 用 者 報 酬 （ 名 目 ）

(控除)財貨・サービスの輸入

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 輸 出  Exports of Goods & Services

Net Exports of Goods & Services
※4



２－４．四半期別の名目成長率（原系列）
Development of Nominal GDP（Quarterly), original series

（単位：％） （％）

年 ・ 期
2013

項　　　目 10～12 1～3 4～6 7～9

2.0 2.5 1.8 0.6 1.8 ***

3.4 4.4 2.3 0.7 0.6 ***

(3.4) (4.5) (2.3) (0.7) *** (0.6)

3.0 5.1 2.0 -0.2 -0.3 (-0.2)

2.9 4.2 -0.1 -0.6 -0.5 (-0.3)   Private Consumption

3.0 4.2 -0.3 -0.7 -0.7 (-0.4)

除く持ち家の帰属家賃 3.5 5.0 -0.4 -0.9 -0.8 (-0.4)
  Excluding
  Imputed Rent

13.9 15.0 2.8 -9.0 -13.1 (-0.4)
 Private Residential
 Investment

4.3 11.7 3.9 2.7 1.9 (0.2)
 Private Non-Resi.
 Investment

(-0.4) (-0.9) (1.1) (0.2) *** (0.3)

4.3 2.1 2.9 3.6 3.1 (0.8)

1.0 0.0 2.1 2.7 2.8 (0.6)

18.8 8.7 8.3 5.9 4.5 (0.3)   Public Investment

(0.0) (0.1) (0.0) (0.1) *** (-0.0)

9.2 11.5 4.5 1.5 0.2 (0.1)

(-1.5) (-1.9) (-0.5) (-0.1) *** (1.2)

17.8 13.2 6.5 9.5 16.0 (2.5)

24.5 22.1 8.5 8.6 7.0 (-1.4)

（注）　（　）内は国内総生産に対する寄与度を表す。

    Note. The Figures in （  ）indicate contributions to Changes in GDP.

（参考）

2.2 2.7 1.3 1.1 2.9 ***

1.5 0.6 1.7 2.4 2.2 ***

-0.3 0.1 2.2 2.0 2.3 ***

0.6 0.8 2.5 2.3 2.0 ***

※1  Changes from the previous year 

※2  総固定資本形成は民間住宅、民間企業設備、公的固定資本形成から成る。

     Gross Fixed Capital Formation consists of Private Residential Investment, Private Non-Resi.Investment, and Public Investment.

※3  財貨・サービスの純輸出＝財貨・サービスの輸出ー財貨・サービスの輸入

     Net Exports of Goods & Services = Exports of Goods & Services - Imports of Goods & Services

     純輸出の寄与度は輸出と輸入の寄与度の差によって求めている。

     The contribution is calculated as the contribution of Exports Less that of Imports.

前年同期比
 ※1

  (Less) Imports of Goods &
           Services

(控除)財貨・サービスの輸入

民 間 企 業 設 備

国 内 総 生 産 （ Ｇ Ｄ Ｐ ）

( 再 掲 ) 総 固 定 資 本 形 成 ※ 2

  Exports of Goods & Services

Net Exports of Goods & Services
※3

民 間 在 庫 品 増 加

家 計 最 終 消 費 支 出

財貨・サービスの純輸出 ※3

民 間 最 終 消 費 支 出

民 間 需 要

公 的 需 要

民 間 住 宅

2014
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国 内 需 要

DATE 2015.2.16

Public Demand

Domestic Demand

Private Demand

Gross Domestic Product

  Consumption of
  Households

  Change in Private Inventory

国 内 需 要 デ フ レ ー タ ー

(Regrouped)  Gross  Fixed Capital
Formation  ※2

  Government Consumption

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー

国 民 総 所 得 （ Ｇ Ｎ Ｉ ）

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 輸 出

公 的 固 定 資 本 形 成

Compensation of Employees
(Nominal)

雇 用 者 報 酬 （ 名 目 ）

GDP Deflator

Domestic Demand Deflator

  Change in Public Inventory公 的 在 庫 品 増 加

政 府 最 終 消 費 支 出

Gross National Income



３－１. 年次別の実質成長率 DATE 2015.2.16
Development of Real GDP（Annual)

(2005暦年連鎖価格；　単位：％） (Chained (2005) yen  ; %)

             年

項　　　目 2011 2012 2013 2011 2012 2013 2014

0.4 1.0 2.1 -0.5 1.8 1.6 0.0

1.4 1.8 2.5 0.4 2.6 1.9 0.1

(1.4) (1.8) (2.6) (0.4) (2.6) (1.9) (0.1)

1.7 1.9 2.3 0.7 2.9 1.5 -0.2

1.4 1.8 2.5 0.3 2.3 2.1 -1.2   Private Consumption

1.2 1.6 2.5 0.1 2.1 2.0 -1.3

除く持ち家の帰属家賃 1.3 1.7 2.7 -0.1 2.3 2.2 -1.9
  Excluding
  Imputed Rent

3.2 5.7 9.3 5.1 3.2 8.7 -5.2
  Private Residential
  Investment

4.8 1.2 4.0 4.1 3.7 0.4 4.1
  Private Non-Resi.
  Investment

(-0.3) (0.0) (-0.5) (-0.3) (0.2) (-0.4) (0.2)

0.5 1.4 3.2 -0.5 1.8 2.9 0.9

1.2 1.5 1.6 1.2 1.7 1.9 0.2

-3.2 1.0 10.3 -8.2 2.7 8.0 3.6   Public Investment

(0.0) (-0.0) (0.0) (0.0) (-0.0) (-0.0) (0.0)

2.8 1.8 6.0 1.4 3.4 3.2 2.6

(-1.0) (-0.8) (-0.5) (-0.9) (-0.9) (-0.3) (-0.0)

-1.6 -1.3 4.7 -0.4 -0.2 1.5 8.2

5.4 3.6 6.7 5.9 5.3 3.1 7.2

（注）　（　）内は国内総生産に対する寄与度を表す。
  Note. The Figures in （  ）indicate contributions to Changes in GDP.

（参考）    

-0.8 1.0 1.6 -1.7 1.5 1.3 -0.4

-0.5 1.1 2.0 -1.3 1.5 1.8 -0.1

1.4 0.8 0.3 1.4 0.9 0.6 -1.0

※1  Changes from the previous year 

※2  総固定資本形成は民間住宅、民間企業設備、公的固定資本形成から成る。

     Gross Fixed Capital Formation consists of Private Residential Investment, Private Non-Resi.Investment, and Public Investment.

※3  財貨・サービスの純輸出＝財貨・サービスの輸出ー財貨・サービスの輸入

     Net Exports of Goods & Services = Exports of Goods & Services - Imports of Goods & Services

     純輸出の寄与度は輸出と輸入の寄与度の差によって求めている。

     The contribution is calculated as the contribution of Exports Less that of Imports.

  Change in Public Inventory

雇 用 者 報 酬 （ 実 質 ）
Compensation of Employees

(Real)

国 民 総 所 得 （ Ｇ Ｎ Ｉ ） Gross National Income 

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 輸 出

(控除)財貨・サービスの輸入

Gross Domestic Income国 内 総 所 得 （ Ｇ Ｄ Ｉ ）

  Exports of Goods & Services

  (Less) Imports of Goods &
           Services

(Regrouped) Gross Fixed Capital
Formation  ※2

Net Exports of Goods & Services
※3

公 的 固 定 資 本 形 成

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 純 輸 出 ※ 3

( 再 掲 ) 総 固 定 資 本 形 成 ※ 2

前年比
※1

国 内 総 生 産 （ Ｇ Ｄ Ｐ ）

公 的 在 庫 品 増 加

年 度(Fiscal Year) 暦 年(Calendar Year)

Gross Domestic Product

Domestic Demand国 内 需 要

政 府 最 終 消 費 支 出   Government Consumption

Public Demand公 的 需 要

Private  Demand

民 間 在 庫 品 増 加

家 計 最 終 消 費 支 出

民 間 需 要

民 間 最 終 消 費 支 出

民 間 住 宅

民 間 企 業 設 備

  Consumption of
  Households

  Change in Private Inventory



３－２. 年次別の名目成長率
Development of Nominal GDP（Annual)

(単位：％） （％）

             年

項　　　目 2011 2012 2013 2011 2012 2013 2014

-1.3 0.1 1.8 -2.3 0.8 1.1 1.7

0.9 1.0 2.9 -0.2 1.9 1.9 2.0

(0.9) (1.0) (3.0) (-0.2) (1.9) (1.9) (2.0)

1.0 1.0 2.8 -0.1 2.1 1.6 1.6

0.7 0.8 2.7 -0.6 1.4 1.9 0.7   Private Consumption

0.5 0.6 2.8 -0.8 1.2 1.8 0.6

除く持ち家の帰属家賃 0.7 0.7 3.3 -0.8 1.5 2.2 0.7
  Excluding
  Imputed Rent

3.7 5.1 12.5 5.8 2.4 11.3 -1.8
  Private Residential
  Investment

3.8 1.0 4.9 2.7 3.3 1.2 5.3
  Private Non-Resi.
  Investment

(-0.2) (0.0) (-0.5) (-0.2) (0.2) (-0.4) (0.2)

0.6 0.7 3.3 -0.5 1.3 3.0 2.9

1.2 0.8 1.3 1.0 1.1 1.7 1.9

-2.6 0.8 12.4 -7.7 2.4 9.5 6.7   Public Investment

(0.0) (-0.0) (0.0) (0.0) (-0.0) (-0.0) (0.0)

2.4 1.5 7.6 0.7 3.0 4.3 4.6

(-2.2) (-0.8) (-1.2) (-2.1) (-1.1) (-0.9) (-0.3)

-3.9 -0.7 13.6 -2.6 -2.1 11.2 11.3

11.2 4.5 18.7 12.1 4.7 15.2 11.3

（注）　（　）内は国内総生産に対する寄与度を表す。  

  Note. The Figures in （  ）indicate contributions to Changes in GDP.

（参考）  

-1.0 0.2 2.3 -1.9 0.9 1.6 2.0

0.7 0.1 1.0 0.7 0.3 0.8 1.8

-1.7 -0.9 -0.3 -1.9 -0.9 -0.5 1.6

-0.5 -0.8 0.4 -0.6 -0.7 0.0 1.9

※1  Changes from the previous year 

※2  総固定資本形成は民間住宅、民間企業設備、公的固定資本形成から成る。

     Gross Fixed Capital Formation consists of Private Residential Investment, Private Non-Resi.Investment, and Public Investment.

※3  財貨・サービスの純輸出＝財貨・サービスの輸出ー財貨・サービスの輸入

     Net Exports of Goods & Services = Exports of Goods & Services - Imports of Goods & Services

     純輸出の寄与度は輸出と輸入の寄与度の差によって求めている。

     The contribution is calculated as the contribution of Exports Less that of Imports.
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( 再 掲 ) 総 固 定 資 本 形 成 ※ 2
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公 的 固 定 資 本 形 成

政 府 最 終 消 費 支 出

公 的 在 庫 品 増 加

  Government Consumption

DATE 2015.2.16

国 内 総 生 産 （ Ｇ Ｄ Ｐ ）

家 計 最 終 消 費 支 出

前年比
※1

民 間 最 終 消 費 支 出
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  Households
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  Change in Public Inventory

  Change in Private Inventory

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー
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財 貨 ・ サ ー ビ ス の 純 輸 出 ※ 3
Net Exports of Goods & Services

※3
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           Services

雇 用 者 報 酬 （ 名 目 ）

国 民 総 所 得 （ Ｇ Ｎ Ｉ ） Gross National Income 

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 輸 出

(控除 )財貨・サービスの輸入
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Ⅲ. １次速報から２次速報への主な改定要因 

 

今回の１次速報発表後に、推計に用いる基礎統計の入手などにより、２次速報において

改定される需要項目の主要なものは以下のとおり。 

 

＜原系列＞ 

○ 民間企業設備 

１次速報：供給側基礎統計の情報に基づいて推計 

２次速報：『四半期別法人企業統計』（財務省）等により推計される需要側推計値

と供給側推計値を統合して推計（なお、供給側推計値も、基礎統計の欠

落月値の入手、確報化により、改定される。） 

 

○ 民間在庫品増加 

原材料在庫、仕掛品在庫、製品在庫、流通在庫の４形態の在庫のうち、 

１次速報：原材料在庫、仕掛品在庫について、１次速報段階では、季節調整の際

に利用している ARIMA モデルにより名目及び実質原系列を推計 

２次速報：原材料在庫、仕掛品在庫については、『四半期別法人企業統計』 によ

り推計（なお、製品在庫、流通在庫も基礎統計の確報化等により、改定

される。） 

 

○ 基礎統計の欠落月値入手、確報化等による改定 

１次速報：基礎統計の欠落月値については、補外推計。また、基礎統計の確報値

が入手できない場合は、速報値を用いて推計（３カ月目の『家計消費状

況調査（速報）』の公表日までに公表された基礎統計を利用可能な範囲で

用いて推計） 

２次速報：１次速報段階における基礎統計の欠落月値が入手できた場合は、補外

推計値から置き換えて、また、確報化または遡及改定がなされた場合は、

速報値から置き換えて推計（当該四半期の『四半期別法人企業統計』の

公表日までに公表された基礎統計を利用可能な範囲で用いて推計） 

 

＜季節調整系列＞ 

四半期の季節調整系列については、上記により改定される原系列を含めて季節調整を

かけなおすため、名目、実質ともに、1994（平成 6）年 1-3 月期まで遡って改定される。 



Ⅳ．その他の留意事項 

 

今回の１次速報においては、基礎統計の追加入手等を踏まえた通常の改定を行っている。

そのほか、以下に示す基礎資料の遡及改定等に対応して、所要の改定を行った。 

改定された基礎統計 
速報推計における 

遡及期間 
公表時期 改定される推計 

『生産動態統計』 2013 年 1-3 月期まで 2015 年 1 月 供給側推計 

『国土交通月例経済』 2014 年 7-9 月期まで 2015 年 2 月 供給側推計 

『企業物価指数』 2014 年 7-9 月期まで 2014 年 12 月
供給側推計 
デフレーター推計 

 

 

 

 



Ⅴ．今後の四半期別 GDP 速報等の公表予定 

 

2014（平成 26）年 10-12 月期 2 次速報値の公表予定 

2015（平成 27）年 3 月 9 日（月）8 時 50 分 

2015（平成 27）年 1-3 月期 1 次速報値の公表予定 

2015（平成 27）年 5 月 20 日（水）8 時 50 分 

2015（平成 27）年 1-3 月期 2 次速報値の公表予定 

2015（平成 27）年 6 月 8 日（月）8 時 50 分 

2015（平成 27）年 4-6 月期 1 次速報値の公表予定 

2015（平成 27）年 8 月 17 日（月）8 時 50 分 

2015（平成 27）年 4-6 月期 2 次速報値の公表予定 

2015（平成 27）年 9 月 8 日（火）8 時 50 分 

2015（平成 27）年 7-9 月期 1 次速報値の公表予定 

2015（平成 27）年 11 月 16 日（月）8 時 50 分 

2015（平成 27）年 7-9 月期 2 次速報値の公表予定 

2015（平成 27）年 12 月 8 日（火）8 時 50 分 

2015（平成 27）年 10-12 月期 1 次速報値の公表予定 

2016（平成 28）年 2 月 15 日（月）8 時 50 分 

2015（平成 27）年 10-12 月期 2 次速報値の公表予定 

2016（平成 28）年 3 月 8 日（火）8 時 50 分 

 

 

なお、上記の公表予定は現時点の予定であり、今後、基礎統計の公表予定の変更等によ

り、変更する可能性がある。 
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